
Ⅰ　改革・改善内容（＝施策をより良く実施するための方策）

Ⅱ　施策の目的・概要

対象

Ⅲ　事務事業の成果やコストの状況

単位
平成28
年度

平成29
年度

ⅰ ％ ― ―
ⅱ ％ ― ―
ⅲ ％ ― ―
ⅳ ％ ― ―
ⅰ ％ 75.0 75.0
ⅱ 法人 28 30
ⅲ 件 4 3
ⅳ ％ ― ―
ⅴ 件 7 3
ⅵ ％ 36 26
ⅶ ％ ― ―
ⅷ
ⅸ

④施策の事業費 平成29年度決算 平成30年度決算

事業費（千円） 87,434 100,474 円
Ⅳ　評価・検討

Ⅴ　今後の方向性

①課題（目的に対す
る現状など）

少子高齢化の進行等、地域課題が多様化する中、市民との協働がこれまでよりさらに求められるところ
だが、「過去1年間に地域活動をした市民割合」が低下する傾向にあるなど、市民参加の意識の醸成を
図っていく必要がある。

②総合評価 4未達成
③総合評価
の理由

　平成30年度に実施した市民意識調査により、「市政に関
する情報収集」や「市民の意見等が市政に反映されている
と思う市民割合」など、市民参加の意識の醸成が低位で
あったため。

市民一人あたり事業費（30年度決算） 令和元年度予算
(単位：円) 919 147,332

知りたい情報の提供・公開が進んだと思う市民割合（市民意識調査） 19.0 30

市民協働提案事業提案件数 7 10
審議会公開率 集計中 34

1回あたりパブリックコメント意見件数 4 30
過去1年間に地域活動に参加した市民割合（市民意識調査） 53.5 68.0

市政への参加の機会が進んだと思う市民割合（市民意識調査） 11.6 33.0

③基本
事業成
果指標

地方分権戦略プラン実現率 75.0 87.5
市内ＮＰＯ法人数 30 32

50.0
過去1年間に地域活動をした市民割合（市民意識調査） 53.5 68.0
市民の意見や要望が市政に反映されていると思う市民割合（市民意識調査） 22.3 50.0

③環境分析（状況変化
や今後の見込み・市民意
向など）

少子高齢化や地方分権の進展といった社会的変化などにより、地域社会を取り巻く環境は
著しく変化するとともに地域課題も多様化しており、その解決において行政と市民との協働の
重要性はますます高くなっている。

①平成29～30年度
の施策の成果

「市民活動支援補助金」について、平成29年度は2事業を実施した。
「市民提案協働モデル事業」について、平成30年度に1事業を実施した。
「市民活動支援補助金」と「市民提案協働モデル事業」を、「鎌ケ谷市市民活動応援補助金」として再構築し、平成
30年度に6事業を実施した。
「市民活動総合保険制度」を、平成29年7月から開始した。

②施策
成果指

標

指標名称
平成30
年度

目標値
（2年度）

市政に関する情報を得られている市民割合（市民意識調査） 29.5

①目的
市民、自治会、市民公益活動団
体、企業、市など多様な主体

意図（対象をどう
するのか）

地域社会に共通する課題の解決や目標
の実現に向けて協働の推進を図る。

②施策の概要
協働の推進を図るため、「鎌ケ谷市 市民との協働戦略プラン（改訂版）」に基づき、各施
策を展開する。

政策 41計画の実現のために マネージャー氏名 葛山　順一

①前回
の評価
で掲げた
内容

新たな「市民との協働戦略プラン」に基づき、総
合戦略に位置付けられている事業を中心に協
働の推進を図る。

③改革・改
善内容

　市民公益活動事業のさらなる推進
のため、「市民活動応援補助金」の活
用促進を図る。また、次期「市民との
協働戦略プラン」の策定に向け、準備
を進める。

②①に
基づく
取組み
結果

「市民活動支援補助金」について、平成29年度は2事業を
実施した。「市民提案協働モデル事業」について、平成30
年度に1事業を実施した。「市民活動支援補助金」と「市民
提案協働モデル事業」を、「鎌ケ谷市市民活動応援補助
金」として再構築し、平成30年度に6事業を実施した。「市民
活動総合保険制度」を、平成29年7月から開始した。

鎌ケ谷市施策評価表（事後）
施策の名称 411地方分権と市民参加の推進

施策のねらい
（めざす姿）

市民と行政が情報を共有し、共通の目標に向かってお互いの責任を自覚し、役割を
分担しながら自らの選択と責任で協働のまちづくりをしています。

基本目標 4計画の実現のために 施策担当マネージャー 総務企画部次長

①施策の方向性 ↑拡充

②上記方向性の説明
　「鎌ケ谷市　市民との協働戦略プラン（改訂版）」に基づき、協働を推進していくとともに、新
たな「市民との協働戦略プラン」を策定し、より一層さ戦略的に協働を推進していく。

③特に重点化する事務事業 協働の推進に要する経費


